
○平成21年度に創設。今年度で10年目。
○平成29年度の地域おこし協力隊員数は約5千人。平成25年度比で約5倍に増加。
○隊員の約６割は任期終了後も定住。同一市町村内に定住した隊員の約３割は自ら起業。

１．隊員数の拡充
シニア層や在住外国人（JETプログラム終了者や留学生等）、青年海外協力隊経験者、「ふるさとワーキングホリ

デー」参加者等、応募者の裾野を拡大する。また、地域や地域の人々と多様に関わる「関係人口」を創出し、将来的な
隊員のなり手の確保を図る。

２．事業承継の支援

５．更なる拡充に向けた方向性の取りまとめ

隊員の起業に向けた金融面での支援を検討するなど、起業支援を更に充実させるとともに、事業引継ぎ支援センター
と連携し、事業者と隊員をマッチングするモデル事業に取り組むなど、事業承継を支援し、任期終了後の定住・定着を
一層推進する。

制度創設から10年目を迎えることから、地方公共団体から課題等を聞き取るほか、有識者等による検討を行い、地
域おこし協力隊の更なる拡充に向けた方向性を年内に取りまとめる。

４．隊員ＯＢ・ＯＧのネットワーク化

今後増える地域おこし協力隊員OB・OGをネットワーク化することにより、隊員の受入・サポート体制の充実を図る。

３．「おためし地域おこし協力隊（仮称）」の創設

地域おこし協力隊として活動する前に、一定の期間、地域協力活動を体験し、受入地域とのマッチングを図る。

地域おこし協力隊の拡充（６年後に８千人）

現状

今後の方向性 ～平成36年度に8千人へ～
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